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１．2023年12月期第３四半期の連結業績（2023年１月１日～2023年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年12月期第３四半期 11,055 △5.7 682 △35.2 758 △34.0 420 △26.8

2022年12月期第３四半期 11,728 5.1 1,053 13.1 1,149 17.7 575 218.3
(注) 包括利益 2023年12月期第３四半期 826百万円( △18.9％) 2022年12月期第３四半期 1,019百万円( 147.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年12月期第３四半期 34.84 －

2022年12月期第３四半期 46.40 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年12月期第３四半期 26,480 20,220 73.0

2022年12月期 28,070 20,788 70.7
(参考) 自己資本 2023年12月期第３四半期 19,328百万円 2022年12月期 19,846百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年12月期 － 10.00 － 20.00 30.00

2023年12月期 － 15.00 －

2023年12月期(予想) 15.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2023年12月期の連結業績予想（2023年１月１日～2023年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,123 △3.1 1,190 △27.9 1,198 △29.8 791 △13.8 63.83
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） － 、除外 －社（社名） －

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年12月期３Ｑ 13,404,862株 2022年12月期 13,404,862株

② 期末自己株式数 2023年12月期３Ｑ 1,433,656株 2022年12月期 1,004,430株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年12月期３Ｑ 12,082,874株 2022年12月期３Ｑ 12,393,571株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な原因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）P４「１．
当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

農業を取り巻く環境は、世界の人口増加に伴う食糧需要の拡大から、農業生産は今後も拡大するものと考えら

れ、世界の農薬市場は、農業生産の拡大から成長基調が継続しております。国内農業では、農業生産者の減少及

び高齢化が進んでいる一方で、大規模生産者や農業法人の増加など農業生産構造の変化が現れてきております。

このような中、国内農薬業界におきましては、改正農薬取締法（2018年12月施行）により一層の農薬の安全性の

向上が要求されており、国内の既登録農薬についても最近の科学的知見に基づいた安全性等の再評価が必要とな

っております。また、世界農薬市場におきましては、国内に先行し農薬登録制度の見直しが行われており、農薬

使用時や残留農薬の安全性評価に留まらず生態系に対する環境影響評価が強化され、多くの既存薬剤の登録の失

効・淘汰が進んでいます。加えて、新型コロナウイルス感染症の影響は緩和されたものの、原材料価格高騰をは

じめとする農薬の生産等に対する影響を注視していく必要があります。

このような情勢の中で当社グループは、経営理念である「我が信条」（お客様のため、社員のため、社会のた

め、株主のためという４か条）ならびに「どこまでも農家とともに」をモットーとして研究開発・技術普及・生

産・販売を展開しております。当社グループは、創業以来の経営理念を堅持しつつ100年企業を目指すために、

「Lead The Way 2025」をスローガンとした長期事業計画とともに、新中期事業計画(2022年-2025年)を策定し、

企業価値の向上に努めております。

研究開発部門では、安全・安心な化学合成農薬の創出、生産現場のニーズに合致した製品の研究開発に加え、

他社からの製品導入や無形資産の買収に取り組み、ポートフォリオの拡充に努めております。欧州の「Farm to

fork」や日本の「みどりの食料システム戦略」に掲げられる生物多様性や脱炭素化が農業生産における社会課題

として大きくクローズアップされ、当社を取り巻く事業環境の変化が予見される状況下、従来の化学合成農薬の

範疇にとらわれることなく、IPM（総合的病害虫・雑草管理）に資する農薬や資材を展開するため、研究部内にバ

イオロジカル・ソリューション室を新設し、微生物農薬や天敵資材等の普及拡大のための技術支援および新剤の

開発に取り組んでおります。

生産部門では、東京電力福島第一原子力発電所事故による福島工場の操業停止から12年となる中、山口工場は

その代替工場として2018年11月に建設され、2021年２月にISO9001の認証を取得しました。茨城工場・直江津工場

と併せて自社生産体制の向上により、製品の安定供給とコスト削減に取り組むとともに、品質保証と顧客満足の

向上に努めております。また、農薬製造における製剤技術やノウ・ハウの確立及び継承、製剤研究から工業生産

場面へのシームレスな技術移管を目的に、生産本部と研究開発本部との組織横断的な「応用技術研究室プロジェ

クト」を立ち上げ、100年企業を目指した製剤技術の伝承・発展のためのプロジェクトを推進いたします。

なお、山口工場は西日本の物流拠点としての機能を備えており、東日本の物流拠点である所沢物流倉庫と併せ

た効率的な運用による一層のサービス向上に努めてまいります。

2011年３月11日の東京電力福島第一原子力発電所の事故による営業損害につきましては、東京電力ホールディ

ングス株式会社に対し損害賠償訴訟を係属中であります。

技術普及部門では、農業生産者への適切な技術情報の提供に加えて、土壌分析室を活用し、農業の根幹となる

土づくり、土壌のセンチュウ対策、病害虫診断の支援活動を拡大しています。さらに、グローバルGAP認証取得支

援ならびに地域の農業・栽培問題解決のための研究実践農場（カネショウファーム）の運営も全国８か所にて展

開し、これらのサービス提供により地域農業や農業生産者への貢献に努めております。また、新型コロナウイル

ス感染拡大時に強化した「お客様相談窓口」は継続し、能動的に製品の技術情報などお客様のお問合わせに対応

するとともに、農薬の基礎情報、安全使用、弊社商品情報をお客様に提供する目的で「カネショウゼミナール」

をWebにて9月より開催し、お客様との関係強化に努めてまいります。
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海外事業部門では、主力製品「カネマイトフロアブル」の登録が世界52か国で認可され、更に８か国で開発を

進めております。また、アセキノシル新製剤である「Veto 30SC」は、2021年10月に米国カリフォルニア州で登録

が認可され本年より米国での本格販売を開始しました。今後も全世界的に開発を進めてまいります。「ネマキッ

ク粒剤・液剤」については現在10か国で登録が認可され今後も登録国の拡大に取り組んでまいります。また、海

外子会社を通じて全世界で「バスアミド微粒剤」、「Ｄ－Ｄ」の登録維持・拡大・販売活動を継続し、韓国にお

いては現地販売会社・小売店・農家に対する直接的な支援を強化してまいります。

当第３四半期連結累計期間においては、害虫防除剤の中で主に、ダニ剤「カネマイトフロアブル」が国内、海

外ともに前年同四半期を上回りましたが、国内では主要剤の土壌消毒剤全剤が前年同期を下回り、「バスアミド

微粒剤」を除く海外向け土壌消毒剤も前年同四半期を下回ったことにより、売上高は前年同四半期を下回りまし

た。販売費及び一般管理費は前年同四半期に対し減少しましたが、売上高の減少によって営業利益、経常利益と

もに前年同四半期を下回りました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は110億５千５百万円（前年同四半期比６億７千２百万円

の減少、前年同四半期比5.7％減）、営業利益は６億８千２百万円（前年同四半期比３億７千万円の減少、前年同

四半期比35.2％減）、経常利益は７億５千８百万円（前年同四半期比３億９千万円の減少、前年同四半期比34.0

％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億２千万円（前年同四半期比１億５千４百万円の減少、前年同

四半期比26.8％減）となりました。

製品の種類別売上高については次のとおりであります。

（イ）害虫防除剤

国内では「テデオン剤」、「ダーズバンDF」の販売終了によるマイナス要因や、「バイスロイドEW」、「サム

コルフロアブル」、「チューンアップ顆粒水和剤」、「アルバリン粒剤」が前年同四半期を下回りましたが、

「カネマイトフロアブル」、「ペンタック水和剤」、「ダニエモンフロアブル」、「エコマイト顆粒水和剤」、

「ヨーバルフロアブル」が前年同四半期を上回ったため国内害虫防除剤全体で前年同四半期を上回りました。ま

た、海外では「カネマイトフロアブル」がスペインを中心とした欧州等で好調に売上を伸ばし、海外害虫防除剤

全体で前年同四半期を大きく上回り、害虫防除剤全体でも前年同四半期を上回る結果となりました。この結果、

売上高は29億８千万円（前年同四半期比１億８千３百万円の増加、前年同四半期比6.5％増）となりました。

（ロ）病害防除剤

「ストライド顆粒水和剤」が前年同四半期を上回りましたが、「モレスタン水和剤」、「キノンドーフロアブ

ル」、「アフェットフロアブル」が前年同四半期を下回ったため、病害防除剤全体で前年同四半期を下回りまし

た。この結果、売上高は６億９千７百万円（前年同四半期比１千９百万円の減少、前年同四半期比2.7％減）とな

りました。

（ハ）土壌消毒剤

国内では「ネマキック粒剤」、「バスアミド微粒剤」及び「Ｄ－Ｄ」と土壌消毒剤全体が前年同四半期を下回

りました。海外では「バスアミド微粒剤」は欧州、中南米等で前年同四半期を上回りましたが「Ｄ－Ｄ」が前年

同四半期を下回り、土壌消毒剤全体で前年同四半期を下回りました。この結果、売上高は49億３千８百万円（前

年同四半期比９億２千９百万円の減少、前年同四半期比15.8％減）となりました。

（ニ）除草剤

「カソロン粒2.5」、「クリアホープ」が前年同四半期を上回りましたが、「カソロン粒6.7」、「モゲトン粒

剤」、「アークエース1キロ粒剤」が前年同四半期を下回り、除草剤全体で前年同四半期を下回りました。この結

果、売上高は13億３千万円（前年同四半期比５千７百万円の減少、前年同四半期比4.1％減）となりました。

（ホ）その他

展着剤、園芸用品、植調剤が前年同四半期を上回り、４月から販売を開始した「生物農薬」も売上増加に寄与

し、その他全体で前年同四半期を上回りました。この結果、売上高は11億８百万円（前年同四半期比１億５千万

円の増加、前年同四半期比15.7％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は264億８千万円（前連結会計年度比15億８千９百万円の減少、前

連結会計年度比5.7％減）となりました。これは主に、棚卸資産が9億6千1百万円増加する一方、現金及び預金が

15億7千万円、固定資産のうち、のれんが償却完了により1億4千1百万円減少したことによるものであります

（負債及び純資産）

当第３四半期連結会計期間末における負債は62億５千９百万円（前連結会計年度比10億２千１百万円の減少、

前連結会計年度比14.0％減）となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が3億2千2百万円、流動負債のその

他が5億6千2百万円、借入金が2億7千7百万円減少したことによるものです。また、純資産は202億２千万円となり

ました。その結果、自己資本比率は73.0％、１株当たり純資産額は1,614円57銭となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2023年２月10日に公表しました通期の連結業績予想から変更しておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,061,292 9,491,126

受取手形及び売掛金 5,022,335 3,677,085

電子記録債権 562,350 866,630

商品及び製品 3,221,204 3,447,228

仕掛品 305,932 384,714

原材料及び貯蔵品 1,725,085 2,381,914

未収還付法人税等 144,886 162,594

その他 236,419 302,373

貸倒引当金 △139 -

流動資産合計 22,279,366 20,713,667

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,403,655 2,324,505

機械装置及び運搬具（純額） 518,171 446,270

土地 1,808,782 1,808,782

建設仮勘定 7,960 49,547

その他（純額） 94,304 97,632

有形固定資産合計 4,832,872 4,726,738

無形固定資産

のれん 141,685 -

その他 151,981 143,004

無形固定資産合計 293,666 143,004

投資その他の資産

投資有価証券 123,304 146,793

繰延税金資産 389,112 533,750

その他 176,973 241,771

貸倒引当金 △25,000 △25,000

投資その他の資産合計 664,390 897,316

固定資産合計 5,790,929 5,767,059

資産合計 28,070,295 26,480,727
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,613,334 1,291,089

1年内返済予定の長期借入金 370,441 358,903

未払法人税等 235,881 264,099

賞与引当金 - 101,669

その他 2,008,937 1,446,169

流動負債合計 4,228,594 3,461,931

固定負債

長期借入金 1,437,587 1,171,293

退職給付に係る負債 325,987 315,572

役員株式給付引当金 124,418 149,246

長期未払金 467,342 467,342

その他 697,897 694,555

固定負債合計 3,053,231 2,798,010

負債合計 7,281,825 6,259,941

純資産の部

株主資本

資本金 1,809,177 1,809,177

資本剰余金 2,194,327 2,194,327

利益剰余金 16,649,092 16,639,142

自己株式 △957,449 △1,657,522

株主資本合計 19,695,147 18,985,124

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 49,368 65,703

為替換算調整勘定 134,307 304,996

退職給付に係る調整累計額 △32,449 △27,436

その他の包括利益累計額合計 151,226 343,264

非支配株主持分 942,094 892,396

純資産合計 20,788,469 20,220,785

負債純資産合計 28,070,295 26,480,727
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年９月30日)

売上高 11,728,254 11,055,641

売上原価 6,955,373 6,672,777

売上総利益 4,772,880 4,382,863

販売費及び一般管理費 3,719,469 3,699,934

営業利益 1,053,411 682,928

営業外収益

受取利息及び配当金 2,233 2,457

受取地代家賃 11,957 11,817

為替差益 51,325 28,318

企業誘致奨励金 21,182 -

受取保険金 - 36,201

その他 20,329 6,577

営業外収益合計 107,027 85,372

営業外費用

支払利息 8,476 6,426

支払手数料 2,047 2,923

その他 324 306

営業外費用合計 10,848 9,657

経常利益 1,149,590 758,643

税金等調整前四半期純利益 1,149,590 758,643

法人税、住民税及び事業税 502,402 385,676

法人税等調整額 △161,349 △153,826

法人税等合計 341,053 231,850

四半期純利益 808,537 526,793

非支配株主に帰属する四半期純利益 233,481 105,855

親会社株主に帰属する四半期純利益 575,056 420,938
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年９月30日)

四半期純利益 808,537 526,793

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,485 16,334

為替換算調整勘定 216,864 278,202

退職給付に係る調整額 △3,856 5,013

その他の包括利益合計 210,522 299,550

四半期包括利益 1,019,059 826,343

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 699,699 612,975

非支配株主に係る四半期包括利益 319,360 213,368
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2023年３月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式429,100株の取得を行いました。この取得によ

り自己株式は、当第３四半期連結累計期間に700,073千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において

1,657,522千円となりました。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

当社グループは、農薬の製造、販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しており

ます。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。


